
平成 30年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」は、地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財

政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものとして、４つの財政指標「健全化判断比率」

及び「資金不足比率」を算定して公表することを義務付けています。

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － 6.7％ 48.8％

【健全化判断比率】 
１ 実質赤字比率

地方公共団体の標準財政規模における一般会計等の赤字の割合で、正の数値が赤字の割合を示

します。実質赤字がない場合（負の数値）は、「－」が表示されます。

＜早期健全化基準＞ 11.25％  ＜財政再生基準＞ 20.0％ 

（単位：千円） 

会 計 名 実質収支額 

一

般

会

計

等

一般会計 5,321,395

電気事業経営記念基金会計 100

土地区画整理清算金会計 8

母子・父子・寡婦福祉資金貸付金会計 32,306

公債管理事業会計 0

静岡市立静岡病院事業債管理事業会計 0

合 計 ① 5,353,809

標準財政規模 ② 188,209,181

実質赤字比率（-1×①）÷② - （△2.84％） 

２ 連結実質赤字比率 

地方公共団体の標準財政規模における全会計を対象とした赤字の割合で、正の数値が赤字の割

合を示します。実質赤字がない場合（負の数値）は、「－」が表示されます。

＜早期健全化基準＞ 16.25％  ＜財政再生基準＞ 30.0％ 

（単位：千円） 

会 計 名 実質収支額又は資金不足・剰余額

一般会計等 5,353,809

競輪事業会計 302,224

国民健康保険事業会計 1,119,970

簡易水道事業会計 2,154

農業集落排水事業会計 1,615

駐車場事業会計 134

介護保険事業会計 737,493

介護保険サービス会計 100

中央卸売市場事業会計 31,735

後期高齢者医療事業会計 311,698

病院事業会計 1,447,523

水道事業会計 10,359,054

下水道事業会計 12,037,067

合 計 ① 31,704,576

標準財政規模 ② 188,209,181

連結実質赤字比率（-1×①）÷② - （△16.84％）



３ 実質公債費比率

地方公共団体の標準財政規模における一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の割合を示 

し、３か年平均で表します。 

＜早期健全化基準＞ 25.0％  ＜財政再生基準＞ 35.0％ 

（単位：千円） 

項 目 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 

元利償還金 ① 29,609,474 30,647,963 32,081,804

準元利償還金 ② 16,101,259 15,461,736 14,387,629

① は②に充てられる特定財源 ③ 10,757,242 11,349,622 11,721,650

算入公債費及び算入準公債費の額 ④ 24,261,701 24,279,774 24,422,967

標準財政規模 ⑤ 188,209,181 186,500,513 163,647,048

実質公債費比率（単年度） 

（（①＋②）－（③＋④））÷（⑤－④）
6.52147％ 6.46052％ 7.41597％

実質公債費比率（３か年平均） 6.7％ 

４ 将来負担比率

地方公共団体の標準財政規模における一般会計等が将来負担すべき実質的な負債（地方公社や第三セ

クター等の負債を含む）の割合を示します。 

＜早期健全化基準＞ 400.0％ 

（単位：千円） 

項目 平成３０年度 

地方債の現在高 ① 470,595,437

債務負担行為に基づく支出予定額 ② 5,790,254

公営企業債等繰入見込額 ③ 67,786,649

組合等負担等見込額 ④ 669,126

退職手当負担見込額 ⑤ 62,331,064

設立法人の負債額等負担見込額 ⑥ 1,921,980

連結実質赤字額 ⑦ 0

組合等連結実質赤字負担見込額 ⑧ 0

将来負担額 ⑨（①～⑧の合計） 609,094,510

充当可能基金 ⑩ 66,578,524

充当可能特定収入 ⑪ 88,669,540

基準財政需要額算入見込額 ⑫ 373,689,438

充当可能財源等 ⑬（⑩～⑫の合計） 528,937,502

標準財政規模 ⑭ 188,209,181

算入公債費等の額 ⑮ 24,261,701

将来負担比率（⑨－⑬）÷（⑭－⑮） 48.8％



【資金不足比率】 

公営企業会計ごとにおける資金不足額の事業規模（料金収入の規模）に対する割合で、正の数

値が資金不足の割合を示します。資金不足がない場合（負の数値）は、「－」が表示されます。
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＜経営健全化基準＞  20.0% 

（単位：千円、比率：％） 

会 計 名 区分 

資金不足額 

事業規模 

資金

不足

比率
流動負債等 

（又は歳出額等）

流動資産等 

（又は歳入額等）
資金不足額 

病院事業会計 法 適 1,575,501 3,023,024 △1,447,523 9,913,006 － 

水道事業会計 法 適 2,750,636 13,109,690 △10,359,054 9,373,029 － 

下水道事業会計 法 適 5,001,653 17,038,720 △12,037,067 14,713,976 － 

簡 易 水 道

事業会計 
法非適 193,819 195,973 △2,154 15,318 － 

農 業 集落 排 水

事業会計 
法非適 302,263 303,878 △1,615 47,112 － 

中 央 卸売 市 場

事業会計 
法非適 623,323 655,058 △31,735 338,251 － 

（注）算定方法は次のとおり。 

                流動負債等 － 流動資産等 

     資金不足比率 ＝                      

     （法適用）          事業規模 

                歳出額等 － 歳入額等 

    資金不足比率 ＝  

    （法非適用）         事業規模 


